
 

新しい総合事業に係る介護事業所等との意見交換会・説明会の実施状況 

 

 

 護予防 日常生活支援総合事業 新しい総合事業 い 周知を図 た ，関

係 護事業所等 対し概要説明を行 い 。 

事業 担い手 訪問 通所 護事業所 い ，各連絡協議会役員 意見交

換を行 た後，市内全事業者を対象 した説明会を実施した。 

こ ま 主 護保険事業所 対し 実施し た ，町会， ，ボラン

等 団体や市民 対し 説明会等を実施し，新しい総合事業や地域 く よ

護予防 重要性 い 周知を図 いく予定。 

 

意見交換会・説明会の実施状況  

日  時 対    象 内容 参加人数 

月 日 火  函館市町会連合会東部地区協議会 概要説明 名 

月 日 火  成 度在宅福祉委員会委員長等研

修会 

概要説明 名 

月 日 木  函館市 サ ビス 訪問入浴連絡協議

会役員会 

概要説明 

意見交換 

名 

月 日 木  函館市居宅 護支援事業所連絡協議会  

成 度 第 回 全体会  

概要説明 名 

月 日 金  函館市ヘルパ ス ション連絡協議会

役員会 

概要説明 

意見交換 

名 

 

月 日 木  護予防 通所 護事業所および 護

予防通所 護事業実施事業所 

概要説明 名 

月 日 木  護予防 訪問 護事業所 概要説明 名 

 後  予 定 

月 日 木  地域包括支援センタ  概要説明  

 

 

参考資料 新しい総合事業へ 移行 向け 概要説明資料  

資料２ 
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～函館市保健福祉部 護保険課～

成 日

1

函館市 概況

■ 函館市 人口推計 単 人

成2ベ 成28 成2ホ 成フ画 成フビ 成フ2 成フベ

総人口 2ヘホ,ビヘ画 2ヘヘ,画ヘフ 2ヘ2,8ヘブ 2プホ,ププビ 2プヘ,ビブホ 2プ2,ヘヘフ 2フブ,2ビプ

第 号被保険者数 8プ,プフ2 8ヘ,8ベヘ 8ベ,ベ8ヘ 88,フブ8 88,プフベ 88,ブフプ 8プ,ブブヘ

ヘプ～ベブ歳 ブフ,フホベ ブフ,ホ画ブ ブブ,画ベプ ブフ,ホフベ ブフ,プ8ホ ブフ,ベビビ フプ,88画

ベプ歳以上 ブ2,ビフプ ブ2,ホベ2 ブフ,ベビビ ブブ,ブビビ ブブ,ホブ8 ブブ,ベ2ブ ブホ,プヘヘ

2ベ,ベホブ 2ベ,2フ2 2ヘ,ヘブプ 2ヘ,画ホフ 2プ,プホ2 2プ,画ヘビ 22,2フブ 

ビププ,8フブ ビプビ,ホププ ビブ8,ブフフ ビブプ,ビビ画 ビブ2,画2画 ビフホ,ビヘベ 
ビ2ヘ,プフプ 

8プ,プフ2 8ヘ,8ベヘ 8ベ,ベ8ヘ 88,フブ8 88,プフベ 
88,ブフプ 8プ,ブブヘ 

2ヘホ,ビヘ画 2ヘヘ,画ヘフ 2ヘ2,8ヘブ 2プホ,ププビ 2プヘ,ビブホ 2プ2,ヘヘフ 
2フブ,2ビプ 

フビバ8 
フ2バベ 

フフバブ フブバ画 フブバヘ フプバ画 
フヘバプ 

画

プ

ビ画

ビプ

2画

2プ

フ画

フプ

ブ画

画

プ画,画画画

ビ画画,画画画

ビプ画,画画画

2画画,画画画

2プ画,画画画

フ画画,画画画

フプ画,画画画

ブ画画,画画画

成2ベ 成28 成2ホ 成フ画 成フビ 成フ2 成フベ

少人口 画～ビブ歳 生産 齢人口 ビプ～ヘブ歳

高齢者人口 ヘプ歳以上 高齢 率 ％

人口 減少 続
65～74歳人口 成「9
を 減少 転
が，75歳以上 人口

そ 後も増加 続 見
込

15～64歳 生産人
口 減少 続 ，H」7

成「7 約8割
落ち込

台 民基 帳 成2ビ～ 2ヘ
各ホ 日現 を基 作成
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■ 要 護 要支援 認定者数 推計 単 人

成2ベ 成28 成2ホ 成フ画 成フビ 成フ2 成フベ

認定者数 ビホ,ブブフ 2画,ビフフ 2画,8ブフ 2ビ,プ8ビ 22,ビブフ 22,ブヘビ 2フ,フフヘ

出現率 22バベ％ 2フバ2％ 2フバベ％ 2ブバブ％ 2プバ画％ 2プバブ％ 2ベバフ％

台各 ホ 日現

3

■ 認定者数 占 要支援者数
成2ベ フ 日現 単 人

函館市 海道 全国

認定者数 ビホ,画プ8 フ画画,ベビフ ヘ,画プ8,画88

要支援者数 ベ,画ベベ ホプ,ビフヘ ビ,ベ画ホ,画画ホ

割 合 フベバブデ フビバヘデ 28バ2デ

■ 出現率 成2ベ フ 日現 単 人

函館市 海道 全国

第ビ号被保険者数 8ブ,8ベビ ビ,プ2プ,プホブ フフ,画2画,ベ画ヘ

認定者数 2号含 ビ8,ヘホヘ フ画画,ベビフ ヘ,画プ8,画88

出現率 22バ画デ ビホバベデ ビ8バフデ

函館市 高齢 率 出現率
高く，認定者 占

要支援者 割合 高い

台出現率 高齢者人口 第ビ号被保険者 対 認定者数 第2号被保険者含

■ 護保険料 推移比較

期 別 函館市 海道 全国

第 期 リビ2～ビブ フ,画ヘベ フ,ビビビ 2,ホビビ

第 期 リビプ～ビベ フ,フプベ フ,プビブ フ,2ホフ

第 期 リビ8～2画 フ,ホプ画 フ,ホビ画 ブ,画ホ画

第 期 リ2ビ～2フ フ,ホプ画 フ,ホ8ブ ブ,ビヘ画

第 期 リ2ブ～2ヘ プ,画2画 ブ,ヘフビ ブ,ホベ2

第 期 リ2ベ～2ホ プ,フ画画 プ,ビフブ プ,プビブ

函館市 北海道・全国 比較

4

■ 高齢 率 推移
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度

度

度

度

度

度

度

度

度

度

度

度

度

度

度

度

度

度

2,911円
全国 均

3,293円
全国 均

4,090円
全国 均

事業運営期間 給付 総費用額事業計画 保険料
3.6兆円
4.6兆円
5.2兆円

○ 市 期 度 期 護保険 業計 策定 見直 行う
保険料 業計 定 ビ 費用見込 等 基 間 通 政 均衡 保 う設定

○ 高齢化 進展 保険料 現在 程度 程度 昇 見込 地域包括
構築 図 一方 護保険制度 持 可能性 確保 重点化 効率化 必要 い

4,160円
全国 均

第
三
期

第
三
期

第
二
期

第

一
期

第
四
期

第
四
期

第
五
期

第
五
期

5.7兆円
6.2兆円
6.4兆円

6.4兆円
6.7兆円
6.9兆円

7.4兆円
7.8兆円
8.2兆円

8.8兆円
9.4兆円
10.0兆円

4,972円
全国平均

第

一

期第

二

期

※ 度 実績 あ ～ 当初予算 あ 当初予算 案 あ
※ 度 社会保障 費用 将来推計 い 成

２０２５年度
21兆円程度 改革シナリオ 8,200円程度

介護報酬
の改定率

H15年度改定
▲2.3％

H17年度改定
▲1.9％

H18年度改定
▲0.5％

H21年度改定
＋3.0％

H24年度改定
＋1.2％

※ 度 賃金水準 換算 値

消費税率引上げに伴う
H26年度改定 ＋0.63％

護給付と保険料 推移

プ

第
六
期

第
六
期

10.1兆円 H27 度改定 ▲2.27％

5,514円
全国 均

厚労省資料
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出所 国立社会保障人口問 研究所 タ 菱ＵＦＪ チ ン ン 作成
※ 場合 推計値

＜生産 齢人口 減少 期高齢者＞

� 後 生活支援ニ 拡大と人材不足

◎ 後、生活支援ニーズ 拡大していく

予防給付 対象者 身体 護 く 調理 買い物 洗濯
掃除等 生活支援 必要 大半

高齢者 単身 夫婦 世帯 増加 伴い 生
活支援 以 拡大 いく

◎生活支援ニーズ 増加に対してホームヘルパーを中
心に 護人材が不足す

認定者 増加 一方 担い手 あ 生産 齢人

口 減少 いく 増大 生活支援 対 そ 大
部 従来通 担 いく 人 面
立 行 い状況 いく 予想

◎中重度 在宅要 護者を支え 人材も強化が必要
→ホームヘルパー よ 専門性 高い 身体 護 へ

中重度 地域 生活
身体 護 提供 強化 いく必要 あ

在宅 人 足 叫ば 中 身
体 護 重点的 取組 いく 生活援助 担う高
齢者等 新 担い手 必要

．地域包括 構築 向 護予防 生活支援 充実

第109回市
菱UFJ チ ン ン 資料
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い 元気 暮 ･･･

生活支援 護予防

い

地域包括 姿

※ 地域包括
以 必要 ビ 提供 日

常生活圏域 具体的 中学校 単
想定

■在宅系 ビ
訪問 護 訪問 護 通所 護
小規模多機能型居宅 護
短期入所生活 護
24時間対応 訪問 ビ
複合型 ビ

小規模多機能型居宅 護＋訪問 護 等

自宅
ビ 付 高齢者向 宅等

相談業 や ビ
ネ 行い

■施設 居 系 ビ
護老人福祉施設
護老人保健施設

認知症共同生活 護
特定施設入所者生活 護

等

日常 療
床診療所

地域 連携病院
歯科 療 薬局

老人 自治会 ン 年PO 等

地域包括支援 ンタ
ネ ャ

通院 入院
通所 入所

病院
急性期 回復期 性期

病気 ･･･

療 護 必要 ･･･

護

■ 護予防 ビ

地域包括ケアシ テム 構築について

○ 団塊 世代 ７５歳以上 ２０２５年を目途 度 要 護状態 住 慣 地域 自分
い暮 を人生 最後 続 う 医療 護 予防 住 い 生活支援 一体的 提供さ
地域包括ケアシステム 構築を実現

○ 後 認知症高齢者 増加 見込 認知症高齢者 地域 生活を支え 地域
包括ケアシステム 構築 要

○ 人口 横 い ７５歳以上人口 急増 大都市部 ７５歳以上人口 増加 緩や 人口 減少
町村部等 高齢化 進展状況 大 地域差

○ 地域包括ケアシステム 保険者 あ 市町村や都道府県 地域 自主性や主体性 基 地域
特性 応 作 上 い 必要

厚労省資料
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支え合い よ 地域包括ケ システムの構築 ついて

地域包括 研究会 地域包括 構築 検討 論点 成

自助：・介護保険・医療保険の自⼰負 部分
・市場サービスの購入
・自身や家族 よ 対応

互助：・費⽤負 が制度的 保障さ てい いボ
ランテ の支援、地域住⺠の取組み

共助：・介護保険・医療保険制度 よ 給付

公助：・介護保険・医療保険の公費 税⾦
部分

・自治体等が提供す サービス

○地域包括ケアシステム 構築 当 護 医療 予防 い 専門的サ ビス 前提
住 い 生活支援 福祉 い 分 要 あ

○自助 共助 互助 公助を あわせ 体系化 組織化 役割 必要
○ わ 都市部 意識的 互助 強化を行わ 強い 互助 を期待 い

88
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○少子高齢 進行
○団塊 世代 高齢

○給付費 増加
○介護保険料 増加

う ？

●元気 い け
～ 自分 健康 第一 余力 あ 時 誰 を助け

●地域 役割を持 け
～ 生 いを持 人 ふ あう 一番 護予防

介護保険制度 地域支援事業

住民主体 活動～地域 く ～ よ 介護予防
→ 新 い総合事業

○後期高齢者 増加
○生産者人口 減少

高齢者 住 慣 た地域 生活を継続 う
介護、医療、生活支援、介護予防を充実

低所得者 保険料軽減を拡充 保険料上昇を 限
抑え 所得や資産 あ 人 利用者負担を見直す

介護保険制度の改正の主 内容 ついて

費用 担 公 化地域包括 構築

○地域包括ｹｱｼｽﾃﾑ 構築 向 た地域支援事業 充実

* 介護サービス 充実 、前回改正による24時間対応 定期巡
回サービスを含めた介護サービス 普及を推進

* 介護職員 処遇改善 、27年度介護報酬改定で検討

充実
○低所得者 保険料 軽減割合を拡大

給付費 割 公費 加え 別枠 公費 投入 所得者 保険
料 軽減割合 拡大

所得者 保険料軽減を拡充

全国一律 予防給付(訪問介護・通所介護)を市町村
取 組 地域支援事業 移行し、多様化

重点 効率

一定以上 所得 あ 利用者 自己負担を引上
割 担 所得水準 歳以 高齢者 所得

場合 合計所得金 万 金収入 単身 万 以

夫婦 万 以 限 あ 見直 対象 全

員 担 倍 わ い

療保険 現役並 所得相当 人 限 ,

, 引

低所得 施設利用者 食費・居住費を補填す 補足
給付 要件 資産 を追加

預貯金等 単身 万 超 夫婦 万 超 場合 対象外

世帯 離 場合 配偶者 課税 い 場合 対象外

給付 決定 当 非課税 金 遺族 金 障害 金 収

入 案 * 動産 案 引 検討課

重点 効率

○ ほ 2025 見据え 護保険 業計 策定 ビ 付高齢者向 宅へ 所地特例 適用 居宅
護支援 業所 指定権限 市 へ 移譲 小規模通所 護 地域密着型 ビ へ 移行 等 実施

* 段階的 移行 ～ 年度

* 介護保険制度 でサ ビス 提供であ 財源構成も変わ い

* 見直し 既存 介護事業所 既存サ ビス 加え
民間企業 住民ボランテ 協同組合等 多様 サ ビス

提供が可能 こ 効果的 効率的 事業も実施可能

特別養護老人ホーム 新規入所者を、原則、要介護
以上 限定 既入所者 除く
* 要 護 一定 場合 入所可能

* 保険料見通し 現在 ,000 程度→202 年度 ,200 程度

* 軽減例 年金収入 0万 以 割軽減 → 割軽減 拡大

* 軽減対象 市町村民税非課税世帯 歳以 約 割

在宅医療・介護連携 推進

認知症施策 推進

地域ケア会議 推進

生活支援サービス 充実・強化

厚労省資料
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源構成

国 25%

都 府
12.5%

市
12.5%

1号保険料
22%

2号保険料
28%

源構成

国 39.0%

都 府
19.5%

市
19.5%

1号保険料
22%

予防給付
要支援1～

介護予防事業
又 護予防 日常生活支援総合事業

○ 次予防 業
○ 一次予防 業

護予防 日常生活支援総合 業 場合
記 他 生活支援 ビ 含

要支援者向 業 護予防支援 業

包括的支援事業

○地域包括支援 ンタ 運営
護予防 ネ ン 総合相談支援

業 権利擁護業 ネ ン 支援

任意事業
○ 護給付費適正化 業
○ 家族 護支援 業
○ そ 他 業

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
要支援1～ 、そ 以外 者

○ 護予防 生活支援 ビ 業
訪問型 ビ
通所型 ビ
生活支援 ビ 配食等

護予防支援 業 ネ ン

○ 一般 護予防 業

包括的支援事業

○ 地域包括支援 ンタ 運営
左記 加え 地域 会議 充実

○ 在宅 療 護連携推進 業

○ 認知症施策推進 業

認知症初期集中支援チ 認知症地域支援推進員 等

○ 生活支援体制整備 業
ネ タ 配置 協議体 設置等

予防給付 要支援1～

充
実

業 移行

訪問 護 福祉用具等

訪問 護 通所 護

多
様

任意事業
○ 護給付費適正化 業
○ 家族 護支援 業
○ そ 他 業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 要介護【～５ 介護給付 要介護【～５

＜改正前 ＜改正後護保険制度

全市 実
施

地域支援 業 全体像

改正前 様

※厚生労働省資料 一部改変
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○予防給付 う 訪問 護 通所 護 い 市 地域 実情 応 取組 護保険制度 地域支援 業へ移

行 度 源構成 給付 同 国 都 府 市 号保険料 号保険料

○既存 護 業所 既存 ビ 加え 民間企業 ン 地域 多様 主体 活用 高齢者 支

援 高齢者 支え手側 回

予防給付 見直しと生活支援サ ビ 充実

民主体 参加 や く 地域 根 護予防活動 推進
元気 時 目 い 護予防

ビ ョン専門職等 関 護予防 取組
見 等生活支援 担い手 生 い 役割 く 互助 推進

民主体 ビ
利用 拡充

認定 至 い
高齢者 増加

重度化予防 推進

専門的 を必要 人
専門的 提供
専門 ふ わ い単価

支援 側 側 いう 一的
関係性 く を利用

地域 を維持

能力 応 柔軟 支援
護 自立意欲 向上

多様 対
ビ 拡

在宅生
活 心確保

予防給付
全国一 基準

地域支援 業

移行

移行

多様 担い手 多様
多様 単価 民主体 廉
単価 設定 単価 い場合
利用料 減

同時 実現

ビ 充実

費用 効率化

訪問 護
民間 業者等 掃除 洗濯等

生活支援 ビ

民 ン 出 等 生活支
援 ビ

既存 訪問 護 業所 身体 護 生
活援助 訪問 護

通所 護

既存 通所 護 業所 機能訓練等
通所 護

民間 業者等 ﾐﾆﾃ ｲ ｰﾋ ｽ

ﾐｭﾆﾃｨ ﾛ 民主体 運動 交流 場

ビ 栄養 口腔 等 専門職等関
教室

護予防 生活支援 充実

厚労省資料
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護予防把握 業
地域 実情 応 収集 情報等 活用 閉
等 何 支援 要 者 把握 護予防活動へ

護予防普及啓発 業
護予防活動 普及 啓発 行う

地域 護予防活動支援 業
地域 民主体 護予防活動 育成 支援 行う

一般 護予防 業評価 業
護保険 業計 定 目標値 成状況等 検証 行

い 一般 護予防 業 業評価 行う

新 地域 ビ ョン活動支援 業
地域 護予防 取組 機能強化 通所
訪問 地域 会議 ビ 担当者会議 民運営 通い

場等へ ビ ョン専門職等 関 進

新 い 護予防 業

現行 護予防 業

一次予防 業

護予防普及啓発 業

地域 護予防活動支援 業

一次予防 業評価 業

次予防 業

次予防 業対象者

把握 業

通所型 護予防 業

訪問型 護予防 業

次予防 業評価 業

一般 護予防 業

一次予防 業
次予防 業を
別 地域
実情 応

効果的 効率的
護予防 組を

推進 観点
見直

護予防を機能
強 観点

新 業を追加

○機能回復訓練 高齢者 人へ ロ チ く 地域 く 高齢者 人 取 巻く環境へ ロ チ 含 ン
ロ チ う 護予防 業 見直

○ 齢や心身 状況等 隔 く 民運営 通い 場 充実 せ 人 人 通 参加者や通い 場 的
拡大 いく う 地域 く 推進

○ 職等 活 自立支援 資 取組 推進 護予防 機能強化

護予防 生活支援 ビ 業

介
護
予
防
・日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

※従来 次予防 業 実施 い 運動器 機能向 プ 口腔機能 向 プ 相当
介護予防 い 介護予防 生活支援サ ビ 業 介護予防 ネ ン 基 実施

厚労省資料
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○ 対象者 第 号被保険者 全 者及び
支援 活動 関わ 者

○ 対象者 制度改正前 要支援者 相当 者
要支援認定を 者
基 チ ッ 該当者 業対象者

※ 業対象者 要支援者 相当 状態等 者を想定

※ 基 チ ッ 支援 必要 村や地域包括支援 ンタ
相談 来 者 対 簡便 サ ビ

※ 予防給付 残 介護予防訪問看護 介護予防福祉用 貸与等を利
用 場合 要支援認定を 必要 あ

業 内容

訪問型サ ビ 要支援者等 対 掃除 洗濯等 日常生活
支援を提供

通所型サ ビ 要支援者等 対 機能訓練や い 場
日常生活 支援を提供

他 生活
支援サ ビ

要支援者等 対 栄養改善を目的 配
食や一人暮 高齢者等 見 を提供

介護予防
ネ ン

要支援者等 対 総合 業 サ ビ
等 適 提供 う ネ ン

業 内容

介護予防把握
業

収 情報等 活用 閉
等 何 支援を要 者を把

握 介護予防活動

介護予防 及啓
発 業

介護予防活動 及 啓発を行う

地域介護予防活
動支援 業

民主体 介護予防活動 育成 支
援を行う

一般介護予防
業評価 業

介護保険 業計 定 目標値
達成状況等を検証 一般介護予防
業 評価を行う

地域 ビ
ョン活動支援
業

介護予防 組を機能強化
通所 訪問 地域 会議 民主体
通い 場等 ビ 専門職等
助言等を実施

介護予防 生活支援サ ビ 業 サ ビ 業 一般介護予防 業

総合 業を構成 各 業 容及び対象者
厚労省資料
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訪問型サ ビ ※ 村 例を踏 え 地域 実情 応 サ ビ 内容を検討

○ 訪問型サ ビ 現行 訪問介護 相当 以外 多様 サ ビ
○ 多様 サ ビ い 用労働者 行う 和 基準 サ ビ 民主体 支援 保健

療 専門職 短期 中 行うサ ビ 移動支援を想定

基準 現行 訪問介護相当 多様 サ ビ

サ ビ
種

訪問介護
訪問型サ ビ
和 基準 サ ビ

訪問型サ ビ
民主体 支援

訪問型サ ビ
短期 中予防サ ビ

訪問型サ ビ
移動支援

サ ビ
内容

訪問介護員 身体介護 生活援助 生活援助等
民主体 自主活動
行う生活援助等

保健師等 居宅
相談指導等

移 前 生活支
援

対象者
サ ビ
提供 考
え方

○既 サ ビ を利用 い
サ ビ 利用 必要
○以 う 訪問介護員 サ ビ

必要
例
認知機能 日常生活 支 あ
症状 行動を伴う者
院直 状態 変化 や 専門的サ ビ
特 必要 者 等

※状態等を踏 え 多様 サ ビ 利
用を 進 い 重要

○状態等を踏 え 民主体 支援等
多様 サ ビ 利用を 進

体力 改善 向
支援 必要
ADL IADL 改善 向
支援 必要

※3～6 短期間 行う 訪問型サ ビ
準

実施方法 業者指定 業者指定／委託 補助 助成 直接実施／委託

基準 予防給付 基準を基 人員等を 和 基準
個人情報 保護等
最 限 基準

内容 応
独自 基準

サ ビ
提供者 例

訪問介護員 訪問介護 業者 主 用労働者 ン 主体
保健 療 専門職

村

○ 要支援者等 多様 生活支援 ニ 対 総合 業 多様 サ ビ を提供 い 村
サ ビ を類型化 併 基準や単価等を定 必要

サ ビ 類型 型的 例

ビプ

厚労省資料
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基準 現行 通所介護相当 多様 サ ビ

サ ビ
種

通所介護
通所型サ ビ

和 基準 サ ビ
通所型サ ビ
民主体 支援

通所型サ ビ
短期 中予防サ ビ

サ ビ
内容

通所介護 同様 サ ビ
生活機能 向 機能訓練

ニ サ ビ
運動 ョン 等

体操 運動等 活動
自主的 通い 場

生活機能を改善
運動器 機能向 や栄養改
善等 プ

対象者
サ ビ 提
供 考え
方

○既 サ ビ を利用 サ ビ 利用
必要

○ 多様 サ ビ 利用 難 い
○ 中的 生活機能 向 ニン を行う

改善 維持 見込
※状態等を踏 え 多様 サ ビ 利用を 進 い

重要

○状態等を踏 え 民主体 支援等 多
様 サ ビ 利用を 進

ADLやIADL 改善 向
支援 必要 等

※3～6 短期間 実施

実施方法 業者指定 業者指定／委託 補助 助成 直接実施／委託

基準 予防給付 基準を基 人員等を 和 基準
個人情報 保護等
最 限 基準

内容 応 独自 基準

サ ビ
提供者 例

通所介護 業者 従 者
主 用労働者

＋ ン
ン 主体

保健 療 専門職
村

通所型サ ビ ※ 村 例を踏 え 地域 実情 応 サ ビ 内容を検討

○ 通所型サ ビ 現行 通所介護 相当 以外 多様 サ ビ

○ 多様 サ ビ い 用労働者 行う 和 基準 サ ビ 民主体 支援 保健
療 専門職 短期 中 行うサ ビ を想定

他 生活支援サ ビ

○ 他 生活支援サ ビ 栄養改善を目的 配食や 民 ン 等 行う見 訪
問型サ ビ 通所型サ ビ 準 自立支援 資 生活支援 訪問型サ ビ 通所型サ ビ 一
体的提供等 ビヘ

厚労省資料

16



参考資料

9

参考 通所型サ ビ 地域介護予防活動支援 業 比較

業 介護予防 生活支援サ ビ 業 一般介護予防 業

サ ビ 種
通所型サ ビ
民主体 支援

地域介護予防活動支援 業
通い 場関

サ ビ 内容

民主体 要支援者を中心 自主的 通
い 場
体操 運動等 活動
趣味活動等を通 日中 居場所
定期的 交流会 サ ン
会食等

介護予防 資 民運営 通い 場
体操 運動等 活動
趣味活動等を通 日中 居場所
交流会 サ ン等

対象者 サ ビ
提供 考え方

要支援者等
主 日常生活 支 い者 あ 通い 場
行 介護予防 見込

実施方法 運営費補助／ 他補助や助成 委託／運営費補助／ 他補助や助成

村 負担方法
運営 業経費を補助
／家賃 光熱水費 定 等

人数等 応 包括払い
／運営 間接経費を補助
／家賃 光熱水費 定 等

ネ ン あ

利用者負担
サ ビ 提供主体 設定

補助 条件 村 設定 可
村 適 設定 補助 場合

サ ビ 提供主体 設定 可

サ ビ 提供者 例 ン 主体 地域 民主体

備考

※食 代 実費 報酬 対象外 利用者負担
※一般介護予防 業等 行うサ ン 異 要支援者等
を中心 定期的 利用 可能 形態を想定
※通い 場 害者や子 要支援者以外 高齢者

加わ 共生型

※食 代 実費 報酬 対象外 利用者負担
※通い 場 害者や子 加わ
共生型

厚労省資料
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新 い総合 業 目的 考え方

総合 業 村 中心 地域 実情 応 民等 多様 主体 参 多様 サ ビ を充実
地域 支え合い体制 を推進 要支援者等 対 効果的 効率的 支援等を可能 を目指

多様 生活支援 充実

民主体 多様 サ ビ を支援 対象 ン 等 サ ビ 開発を進 併
サ ビ や い環境 整備 進 い

高齢者 社会参加 地域 支え合い体制

高齢者 社会参加 ニ 高 高齢者 地域 社会的 活動 参加 活動を行う高齢者自身 生 いや
介護予防等 積極的 組を推進

介護予防 推進

生活環境 調整や居場所 出番 環境 プ チ 含 ン プ チ 重要
ビ 専門職等を活 自立支援 資 組を推進

ニ 村 民等 関 者間 意識 共 自立支援 向 サ ビ 等 展開

地域 関 者間 自立支援 介護予防 い 理念や 高齢者自 介護予防 組 い 基 的 考え方
地域 方向性等を共 多職種 ネ ン 支援を行う

認知症施策 推進

ン 活動 参加 高齢者等 研修を実施 認知症 人 対 適 支援 行わ う
認知症サ タ 養成等 認知症 や い 積極的 組

共生社会 推進

地域 ニ 要支援者等 多様 人 関わ 高齢者 支援 効 豊 地域
い 要支援者等以外 高齢者 害者 児童等 え 環境 心 重要

総合 業 趣旨

背 基 的考え方

ビ8

厚労省資料を一部改
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訪問看護 福祉用 等
※全国一律 人員基準 運営基準

介護予防給付

介護予防 生活支援サ ビ 業対象者要 支 援 者

総合 業

要支援認定

一般介護予防 業 要支援者等 参加 民運営 通い 場 充実等 全 高齢者 対象

一般高齢者等

地域包括支援 ンタ 介護予防 ネ ン を実施

○ サ ビ 種類 内容 人員基準 運営基準 単価等 全国一 い 予防給付 う 訪問介護 通所介護 い 村
地域 実情 応 民主体 組を含 多様 主体 柔軟 組 効果的 効率的 サ ビ を提供 う 地
域支援 業 形式 見直 成29 度 全 業 移行

○ 訪問介護 通所介護以外 サ ビ 訪問看護 福祉用 等 引 介護予防給付 サ ビ 提供を

○ 地域包括支援 ンタ 介護予防 ネ ン 基 総合 業 介護予防 生活支援サ ビ 業及び一般介護予防 業
サ ビ 介護予防給付 サ ビ 要支援者 を組 合わ

○ 介護予防 生活支援サ ビ 業 サ ビ 利用 場合 要介護認定等を省略 介護予防 生活支援サ ビ 業対
象者 迅 サ ビ 利用を可能 基 チ ッ 断

※ 第 号被保険者 基 チ ッ 要介護認定等申請を行う

介護予防 生活支援サ ビ 業
訪問型 通所型サ ビ
他 生活支援サ ビ 栄養改善を目的 配食 定期的 否確認 緊急時 対応 等

※事業 容 市町村 裁量を拡大 柔軟 人員基準運営基準

従 来 要 支 援 者
基 チ ッ ※ 断

※ 次予防 業対象者把
握 基 チ ッ

配 行わ い

新しい介護予防・日常生活支援総合事業 総合事業 の概要

ビホ

厚労省資料
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サ ビ 利用 流

○ 総合 業 目的 内容 サ ビ ニュ 手 方法等 い 十 周知 ンフ ッ 等 使用
被保険者や 家族 わ や 説明

○ 被保険者 相談を 窓口担当者 総合 業等を説明 サ ビ 業 目的や内容 手 等を十 説明
業 利用 場合 基 チ ッ 迅 サ ビ 利用 可能 あ 業対象者

要介護認定等 申請 可能 あ を説明
※予防給付 訪問看護や福祉用 貸与等 を希望 い 場合等 要介護認定等 申請
※第 号被保険者 要介護認定等申請を行う

○ 窓口 相談を 被保険者 対 基 チ ッ を活用 実施 利用 サ ビ 一般介護予防
業 サ ビ 業及び給付 振 を実施

○ 利用者 対 介護予防 生活支援を目的 心身 状況等 応 選択 基 適 業 包括的
効率的 提供 う 専門的視点 必要 援助を行う

○ 利用者 居 地域包括支援 ンタ 実施 居宅介護支援 業所 委託 可能

○ 介護予防 ネ ン 利用者 状態像 意向等を踏 え タ ン 行う
原則的 介護予防 ネ ン
簡略化 介護予防 ネ ン サ ビ 担当者会議や ニタ ン を適宜省略
初回 介護予防 ネ ン ン を行い サ ビ 利用

周知

相談

基 チ ッ 活用 実施

介護予防 ネ ン 実施 サ ビ 利用開始

2画

厚労省資料
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基本チェックリストの様式と該当基準
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体的 介護予防 ネ ン ン プ ン等 考え方

原則的 介護予防 アマネ ント プロセ アマネ ント

介護予防 生活支援サ 事業 指定を受
た事業所 サ を利用 場合
訪問型サ 通所型サ を
利用 場合
そ 他地域包括支援センタ が必要 判断

た場合

アセ ント
→ アプ ン原案作成
→サ 担当者会議
→利用者へ 説明 同意
→ アプ ン 確定 交付 利用者 サ 提
供者へ
→サ 利用開始
→ ニタ ン 給付管理

簡略化 た介護予防 アマネ ント プロセ アマネ ント

又 以外 アマネ ント
過程 判断 た場合 指定事業所以外 多様
サ を利用 場合等

アセ ント
→ アプ ン原案作成
→サ 担当者会議

→利用者へ 説明 同意
→ アプ ン 確定 交付 利用者 サ 提

供者へ
→サ 利用開始
→ ニタ ン 適宜

初回 介護予防 アマネ ント プロセ アマネ ント

アマネ ント 結果 補助や助成 サ
利用や配食 そ 他 生活支援サ
利用 場合

※必要 応 そ 後 状況把握を実施

アセ ント
→ アマネ ント結果案作成
→利用者へ 説明 同意
→利用 サ 提供者等へ 説明 送付
→サ 利用開始

※ 内 必要 応 実施

厚労省資料
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体的 介護予防 ネ ン ン プ ン等 考え方

ン

導 出
課 を
利用者
共

人 意欲
を引 出
目標を

設定

指定介護予防支援 同様 地域包括支援 ンタ 等 ネ
ン を実施

利用者 状態等 定 目標 含 プ ン 大 変更
間隔をあ ニタ ン 実施等を想定

利用者 状態等 あわ 簡略化 プ ネ ン を実施

目標設定及び利用サ ビ 選定 利用者 地域包括支援 ン
タ 等 相談 実施 プ ン 作成 ン 内
容や 目標 利用サ ビ 内容等を ネ ン 結果 共

利用者自身 目標達成 向 ネ ン を展開
フ ネ ン 推進
地域包括支援 ンタ ニタ ン 行わ い

※ ネ ン 又 該当者 い 随時 人及び家族 相談を 利用者 状況変化時 サ ビ
実施主体 適宜連絡 入 体制を い

地域包括支援
ンタ 等

ネ
ン 実施

ﾄ
。課題分析) 原案作成

確定
本人 交付

ﾆﾀ
評価

ｻ
担当者会議

実行
。ｻ 提供)

地域包括
支援 ン
タ 等

ネ ン
実施

サ ビ
等利用
開始

人

ネ ン
実施

厚労省資料
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現行の介護予防訪問・通所サービスの総合事業への移行 ついて

現行 訪問 護相当 現行 通所 護相当

種 別
護予防訪問 護相当 護予防通所 護相当

容
訪問 護員 身体 護，生活援
助

通所 護 様
生活機能 向上 機能訓練

対象者
提

供 考え方

既 を利用 ，
利用 必要

訪問 護員 専門的
必要

既 を利用 ，
利用 必要

多様 利用 難 い

中的 生活機能向上 ニ
ン を行う 改善 維持 見込

実施方法 業 者 指 定

運営･人員･
設備基準

護予防 業所 基準 様 予定

費用
利用者負担

予防給付 費用 利用者負担 割 割 を基 検討中

◆ 類型， 類型 一体的 提供 能 人員基準等 緩和あ

24
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新 い総合 業 指定

◆総合 業 係 規定 施行日前日 あ 成 日 い ， 護予防訪問 護
護予防通所 護 指定を け い 業者を，総合 業 指定 業者

◆ 成 日 別段 申 出 を い限 ， 指定

指定 効期間

◆ 間 成 日～ 成 日

新しい総合事業の み し指定 ついて

25
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地域包括ｹｱｼｽﾃﾑの構築 向けた地域支援事業の充実

在宅医療・介護連携の推進

認知症施策の推進実・強化

生活支援サービスの充実・強化

地域ケア会議の推進

函館市 療 護連携推進協議会 設置 成 日

成 度 回協議会を実施予定

認知症 養成 認知症カ 開設 認知症 周知

認知症地域支援推進員 配置 認知症初期 中支援チ ム 設置 成 度予定

生活支援体制整備事業の実施
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生活支援コ ネ 配置

生活支援体制整備事業の実施

手法 → 業務委 ，新規 用 臨時 嘱
人 → 活動実績 あ 人 業務を担 う
業務 → 全市 活動 広範 重

法人 業務委託！個人 困難？

法人委 利点

法人 部 業務を補完 能

◆ 函館市生活支援 護予防体制整備 業 業務委

公募 実施 → 公 公正 選定

委 料 審査 費用 縮

法人 特定非営利活動法人

生活支援コ ネ 丸藤 競 理

◆課題

中間支援組
織 強

27

生活支援コ ネ 役割

◆委 業務 函館市生活支援 護予防体制整備 業 容

全市的 生活支援 護予防 コ ネ 等 関 業務

生活支援 護予防 把握 び創出
支援ニ 把握
関係者間 ネッ ワ 構築
ニ ッチン

函館市生活支援 護予防体制整備推進協議会 連携 協働 関 業務

支援 担い手 ン 等 養成 関 業務

上 業務を主 担当 生活支援コ ネ 配置

◆ニ 把握 最優先

全 会 ン → ン ワ ョッ ※教育大学 連携

関係機関，関係者等へ ン

28
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函館市生活支援 護予防体制整備推進協議会 設置 成

何 を 協 議 す る の か

資源開発
地域 不足 支援 創出

支援 担い手 養成
元気 高齢者 担い手 活動 場 確保

ネッ ワ 構築
関係者間 情報共

提供主体間 連携 体制 く

ニ 組 ッチン
地域 支援ニ 提供主体 活動
ッチン

提供主体 活動ニ 活用 能 地域
資源 ッチン

地域資源 び支援ニ 把握

協 議 会 メ ン バ ー

居宅 護支援 業所連絡協議会
地域包括支援 ン 連絡協議会

訪問入浴連絡協議会
ム 連絡協議会

社会福祉協議会
民生児童委員連合会

会連合会
ン 連絡協議会

人 ン
学識経験者

生活支援コ ネ

◆ 第 層協議会 ～ 函館市全体 い 協議

後 地域 地域協議会 地域生活支援コ ネ
第 層 ～ 日常生活圏域，中学校 域
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